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１ 定住自立圏及び市町村の名称 

（１）定住自立圏の名称 

    新庄最上定住自立圏 

（２）圏域を形成する市町村（構成市町村）の名称 

    新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村 

 

２ 定住自立圏共生ビジョン策定の目的 

（１）共生ビジョン策定の趣旨 

本定住自立圏共生ビジョンは、定住自立圏構想推進要綱（平成２０年総行応第３９号総務

事務次官通知）に基づく中心市宣言を行った新庄市とそれに賛同した金山町、最上町、舟形

町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村とが定住自立圏形成協定を締結したことにより形成

された「新庄最上定住自立圏」において、人口定住のために必要な生活機能を確保し、地域

の活性化を図るため、圏域が目指す将来像及びその実現のために必要な具体的取組等を明ら

かにするものである。 

 

（２）これまでの取組 

  ①平成２７年２月１３日 

    新庄市で中心市宣言を行った。 

  ②平成２７年６月２５日 

    新庄市と金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村とにおいて、

新庄最上定住自立圏形成協定を締結した。 

  ③平成２８年３月２２日 

    新庄市と真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村とにおいて、協定の一部を変更する協定

を締結した。 

  ④平成２８年１２月２２日 

    新庄市と金山町、最上町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村とにおいて、協定の一

部を変更する協定を締結した。 

 

（３）共生ビジョンの期間 

    本ビジョンで示す将来像の実現に向けた具体的な取組の計画期間は、平成２８年度か

ら平成３２年度までの５年間とし、毎年度所要の見直しを行うものとする。 
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３ 定住自立圏の将来像 

（１）圏域の状況 

  本圏域は、山形県北東の内陸部に位置し、北は秋田県、東は宮城県に接する地域である。

圏域を構成する８市町村の配置については、新庄市が圏域の中央に位置し、７町村が放射状

に広がっている。圏域の西部には出羽丘陵、東部には奥羽山脈、北部には加無山県立自然公

園があり、南部から西部にかけて日本三大急流の一つ山形県の母なる川「最上川」が流れ、

新庄盆地を中心にほぼ全域に水田地帯が広がる、豊かな自然に育まれた地域である。 

  今日のような生活圏域が形成されたのは、江戸時代新庄藩政下となる。明治２２年の町村

制施行により、圏域内の町村が誕生し、昭和２４年の新庄市の市制施行、昭和２９年以降の

町村合併により現在のような１市４町３村が形成された。 

  圏域内の８市町村では、これまでも「最上広域市町村圏事務組合」を設置し、消防、ごみ

処理などの事務を共同で行うなど、広域的課題に協力して取り組んできた。交通の利便性の

向上に伴い、圏域内での住民の交流は活発化しており、通勤・通学、買物、医療など日常生

活の各分野において、行政区域を越えた生活圏として形成されている。 
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 ①構成市町村の概要 

 

 

新庄市 
人口：36,894 人 
面積：222.85 ㎢ 

 

 

金山町 
人口：5,829 人 

面積：161.67 ㎢ 

 新庄市は、山形県の北東部、最上地域のほぼ中央部に

位置し、奥羽山脈と出羽山地の山々に囲まれた新庄盆地

にある城下町として栄えてきた歴史がある。 

 国道１３号と国道４７号、ＪＲ奥羽本線と陸羽東西線

の道路・鉄道がそれぞれ交差しており、古くからの交通

の要衝として発展してきた。平成１１年には山形新幹線

が延伸し、終点となっている。近年の高速道路の整備に

より、総合的な高速交通体系が確立されつつある。 

 毎年８月２４日から２６日にかけて、国重要無形民俗

文化財に指定された「新庄まつり」が開催され、多くの

人で賑わいをみせている。 

 豊かな自然環境、歴史・文化とこれまで培ってきた都

市基盤を土台に「自然と共生 暮らしに活力 心豊かに

笑顔輝くまち 新庄」を市の将来像とし、すべての市民

が輝きながら、いつまでも住み続けられるまちづくりを

進めている。 

 金山町は、大正１４年１月１日に町制を施行して以

来、合併することなく平成２７年１月１日に９０周年を

迎えている。古来より羽州街道に沿っており、金山宿と

中田宿が置かれ、宿場町として栄えた町である。 

昭和５７年に全国に先駆けて「金山町公文書公開条

例」を制定し、町民に開かれた行政運営にいち早く取り

組んでいる。また、昭和６１年には美しい景観の保持・

地域産業の活性化を目的とした「金山町風景と調和する

街並み景観条例」を制定し、「街並みづくり１００年運

動」に取り組んでいる。 

 先人が築いてきた歴史・文化の中で、次代を担う子ど

もたちに「美しい自然・清い心の町 金山」を恒久的テ

ーマとして継承していくため、「住み続けたい町・誇りを

持てる町」を基本目標として①人材育成②健康づくり③

産業振興④定住・交流促進を施策の４つの柱に据えまち

づくりを進めている。 

 

 

最上町 

人口：8,902 人 

面積：330.37 ㎢  

 

舟形町 
人口：5,631 人 

面積：119.04 ㎢ 

 最上町は、山形県の北東部に位置し、宮城県大崎市と

隣接し、奥羽山脈に囲まれる農業を基幹産業とする温泉

に恵まれた観光の町である。 

 高齢化社会の到来を前に、医療福祉の施設や体制基盤

作りをウエルネスタウン構想をもって具現化し、現在は

それら施設に対し、木質バイオマス利用の地域熱供給を

行い、環境配慮型の社会を目指している。 

 平成２７年１０月には、町の幅広いバイオマス活用の

構想が認められ、「バイオマス産業都市」に選定された。 

 公共施設から、民間住宅にまで地域エネルギー供給を

拡大しながら、持続可能な社会を実現し、農観商工連携

による産業の振興にも結び付けるものである。 

 豊富な森林資源を始め、地域産業資源を有効に活用し

ながら、「人が元気 地域が元気 産業が元気 ～キラリ

輝く田園空間博物館の創造」の目標に向けて、生きがい

をもって暮らせるまちづくりに取り組んでいる。 

 舟形町は、山形県の東北部、最上地域の南端に位置

し、南北方向に最上川、東西方向に最上小国川が流れる

自然豊かで風光明媚な農業を中心とする町である。 

 交通面では南北に国道１３号線がはしり、自動車専用

道路の尾花沢新庄道路には舟形ＩＣができるなど交通の

便に恵まれている。情報通信面では光ファイバー網が町

内全域に整備されており情報化へも対応している。 

 町の中を流れる最上小国川は、山形県を代表する鮎釣

り河川で、鮎釣りファンの間では全国区の人気河川であ

る。また、通称「縄文の女神」と呼ばれる日本最大級

（高さ４５センチ）の縄文土偶は、西ノ前遺跡から出土

した縄文時代中期土偶で、平成２４年９月に土偶として

は全国で４番目の国宝に指定された。 

 第６次舟形町基本構想では『出あい ふれあい 支えあ

い ～新たな「結い」の創造～』をスローガンに、人口減

少などの社会構造の変革に対応する新しいまちづくりの

仕組みをつくり、未来を切り拓き次世代に繋ぐまちづく

りを進めている。 
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真室川町 
人口：8,137 人 

面積：374.22 ㎢ 
 

 

大蔵村 
人口：3,412 人 

面積：211.63 ㎢ 

 真室川町は、山形県の最北端に位置し、北は秋田県、

西は庄内地方と隣接しており、町の西・北・東は急峻な

山地で、町土全体の８割以上が山林で占められ、古くか

ら林業のまちとして栄えてきた。 

 緑豊かな山々や清らかな河川等を背景に、伝統文化が

育まれ、全国的な民謡「真室川音頭」や「あがらしゃ

れ」発祥の地として知られている。 

 基幹産業は農業で、町営の秋山牧場を核とした耕畜連

携による環境保全型農業の取り組みを推進し、また、環

境と農業のバランスを保ち、生態系に低負担の「環境王

国」認定の町を全国にアピールしながら、農産物のブラ

ンド化や６次産業化の推進など、農業の振興に取り組ん

でいる。 

 町の将来像を「人が輝き 町が輝き 未来が輝く ま

むろ川」とし、人も町も未来に向かって輝き続けるまち

づくりをめざしている。 

 大蔵村は、山形県北東部、最上地域の南部に位置し、

総面積の 85％を山林が占めている、美しい自然にあふれ

た村である。 

 霊峰月山と葉山の懐に抱かれ、それらの山々を源とす

る銅山川と赤松川が村を貫き、日本三大急流の一つ最上

川に合流し、村の中心部、清水地区の美しい田園地帯を

悠々と流れている。 

 村の基幹産業は農業と観光で、農業の中心は稲作だ

が、最近はトマトの生産も盛んで、県内でも有数の生産

量を誇っている。また 1,200 年以上の歴史がある肘折温泉

郷は、鄙びた湯治場の風情を残しており、月山の麓に位

置しているため、全国有数の豪雪地帯となっている。 

 「むら美しく・人いきいき・キラリおおくら」を村の

将来像とし、美しい自然と人が共生し、豊かな産業と充

実した福祉のもと、いきいきと安心して暮らせる村、魅

力と個性が輝く村を目指している。 

 

 

鮭川村 

人口：4,317 人 

面積：122.14 ㎢  

 

戸沢村 
人口：4,773 人 

面積：261.31 ㎢ 

 鮭川村は、山形県の北部、最上地域の北西に位置し奥

羽山脈と出羽丘陵に囲まれた盆地で形成され、村中央部

を南下する鮭川やその支流に沿って農用地、居住地がひ

らけている。東部は比較的平坦地で耕地が多く、西部は

出羽丘陵とすそ野にあたり豊かな森林地帯となってい

る。 

 農業を基幹産業とし、稲作のほか、きのこの生産が盛

んで、県内生産量の約６割を占めている。近年ではバ

ラ、リンドウなどの花卉栽培などにも取り組んでいる。 

 村の豊かな自然と先人によって受け継がれてきた歴史

と文化を更に発展させ、次代に引き継ぐことのできる

村、安全で安心して一人ひとりが幸せを実感して暮らせ

る村づくりのため、「明るく豊かな心でいきいき暮ら

し」、「豊かな自然の中で育む人」、「きずなで築く魅力あ

るむら」の３つを基本目標に定め、村民と行政の信頼関

係をより強固なものにしながら、人と自然と文化が輝く

むらづくりに取り組んでいる。 

 戸沢村は山形県の北部、最上地方の南西部に位置し、

南北に貫く出羽丘陵の山々と、新庄盆地縁辺の平坦地か

らなり、村のほぼ中央部を流れる「最上川」と寄り添

う、舟運文化のもと村を発展させてきた歴史がある。 

 村内には、樹齢千年を超える土湯杉の群生地「幻想の

森」や、幻の月山登拝道の道中に位置する「浄の滝」な

ど、ありのままの自然が残されており、最上川の自然を

生かした「最上川舟下り」には、国内外から多くの観光

客が訪れ、一大産業となっている。 

 明治２０年頃から始まったとされる、「古口白山神社祭

典」や、月山登拝道の登山口として発展した山岳宗教文

化など次代を越えて脈々と受け継がれている。 

 「自立・活力・協働による元気な村の創造」をスロー

ガンに掲げ、村民一人ひとりが担うべき役割を認識し、

積極的に地域課題の解決を図り、将来にわたり、みんな

が幸せを実感できる村を目指し、地域と行政が一体とな

った村づくりを進めている。 

   ※人口：平成２７年国勢調査人口等基本集計結果より 

    面積：国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」より 
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 ②圏域の人口の推移と将来推計 

【総人口の推移と将来推計】                     （単位：人、下段は増減率） 

 

 

 

1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

43,125 42,896 42,151 40,717 38,850 36,894 34,964 32,970 30,975 29,003 27,020

-0.5% -1.7% -3.4% -4.6% -5.0% -5.2% -5.7% -6.1% -6.4% -6.8%

7,886 7,665 7,381 6,949 6,365 5,829 5,437 5,017 4,613 4,221 3,836

-2.8% -3.7% -5.9% -8.4% -8.4% -6.7% -7.7% -8.1% -8.5% -9.1%

12,541 12,174 11,483 10,761 9,847 8,902 8,304 7,603 6,943 6,313 5,690

-2.9% -5.7% -6.3% -8.5% -9.6% -6.7% -8.4% -8.7% -9.1% -9.9%

7,806 7,546 6,996 6,671 6,164 5,631 5,251 4,817 4,437 4,073 3,699

-3.3% -7.3% -4.6% -7.6% -8.6% -6.7% -8.3% -7.9% -8.2% -9.2%

12,230 11,571 10,592 10,054 9,165 8,137 7,546 6,843 6,188 5,576 4,986

-5.4% -8.5% -5.1% -8.8% -11.2% -7.3% -9.3% -9.6% -9.9% -10.6%

4,982 4,863 4,528 4,226 3,762 3,412 3,084 2,771 2,489 2,223 1,972

-2.4% -6.9% -6.7% -11.0% -9.3% -9.6% -10.1% -10.2% -10.7% -11.3%

6,396 6,092 5,829 5,447 4,862 4,317 3,973 3,588 3,231 2,892 2,558

-4.8% -4.3% -6.6% -10.7% -11.2% -8.0% -9.7% -9.9% -10.5% -11.5%

7,248 6,959 6,450 5,915 5,304 4,773 4,347 3,927 3,534 3,167 2,811

-4.0% -7.3% -8.3% -10.3% -10.0% -8.9% -9.7% -10.0% -10.4% -11.2%

102,214 99,766 95,410 90,740 84,319 77,895 72,906 67,536 62,410 57,468 52,572

-2.4% -4.4% -4.9% -7.1% -7.6% -6.4% -7.4% -7.6% -7.9% -8.5%

山形県人口 1,258,390 1,256,958 1,244,147 1,216,181 1,168,924 1,123,891 1,062,188 1,005,850 949,292 892,934 835,554

圏域の割合 8.1% 7.9% 7.7% 7.5% 7.2% 6.9% 6.9% 6.7% 6.6% 6.4% 6.3%

資料：実績は、「国勢調査」より

　　　推計は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の市町村別将来推計人口」（平成２５年１２月推計）より

戸沢村

圏域の合計

新庄市

金山町

最上町

推計

舟形町

真室川町

大蔵村

鮭川村

実績

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

（人）

圏域市町村人口の推移と将来推計 戸沢村 鮭川村

大蔵村 真室川町

舟形町 最上町

金山町 新庄市
推計

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

110%

120%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

老年人口
生産年齢人口
年少人口
年少人口割合
生産年齢人口割合
老年人口割合

年齢３区分別人口の推移と将来推計

推計

 



 
 

6 

 

【圏域人口ピラミット】 
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【自然増減、社会増減の推移】 

 

【出生、死亡の推移】 

 

【転入、転出の推移】 
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 ③中心市と近隣町村の結びつき 

 

 

 

 

【昼夜間人口比率】 （単位：人）

新庄市 金山町 最上町 舟形町 真室川町 大蔵村 鮭川村 戸沢村 計

38,850 6,365 9,847 6,164 9,165 3,762 4,862 5,304 84,319

42,973 5,377 8,959 5,212 8,068 3,136 4,359 4,488 82,572

110.6 84.5 91.0 84.6 88.0 83.4 89.7 84.6 97.9

資料：平成２２年「国勢調査」より算出

人口

昼間人口

昼夜間人口比率

【圏域内の通勤通学者の動向】 （単位：人、下段は通勤通学割合）

新庄市へ 金山町へ 最上町へ 舟形町へ 真室川町へ 大蔵村へ 鮭川村へ 戸沢村へ
通勤通学者
の総数

圏域内の
他市町村へ

13,032 246 266 356 403 156 351 270

77.4% 1.5% 1.6% 2.1% 2.4% 0.9% 2.1% 1.6%

977 1,173 11 19 154 6 53 16

37.3% 44.7% 0.4% 0.7% 5.9% 0.2% 2.0% 0.6%

802 3 2,525 76 12 7 14 7

20.5% 0.1% 64.5% 1.9% 0.3% 0.2% 0.4% 0.2%

929 9 77 794 23 12 14 20

39.2% 0.4% 3.3% 33.5% 1.0% 0.5% 0.6% 0.8%

1,238 120 15 20 1,778 16 157 35

33.2% 3.2% 0.4% 0.5% 47.7% 0.4% 4.2% 0.9%

646 0 10 28 14 503 19 35

45.7% 0.0% 0.7% 2.0% 1.0% 35.5% 1.3% 2.5%

772 21 13 16 139 21 691 46

40.9% 1.1% 0.7% 0.8% 7.4% 1.1% 36.6% 2.4%

878 11 14 30 35 38 55 773

41.7% 0.5% 0.7% 1.4% 1.7% 1.8% 2.6% 36.8%

資料：平成２２年「国勢調査」より算出

1,415

1,888

2,103

12.2%

47.1%

23.5%

45.8%

43.0%

53.1%

54.4%

50.5%

16,831

2,622

3,912

2,368

3,727

戸沢村

新庄市

金山町

最上町

舟形町

真室川町

大蔵村

鮭川村

【買い物における市町村間流動（商品総合）】 （単位：％）

新庄市 83.9 0.4 0.1 0.1 0.7 0.1 0.1 0.1 14.5 100.0

金山町 73.6 12.8 5.2 8.4 100.0

最上町 29.5 52.4 18.1 100.0

舟形町 61.7 0.4 18.4 19.5 100.0

真室川町 36.6 0.6 51.5 11.3 100.0

大蔵村 78.0 0.7 6.4 0.2 14.7 100.0

鮭川村 71.5 4.2 14.4 0.1 9.8 100.0

戸沢村 76.0 0.9 0.4 12.9 9.8 100.0

資料：平成27年度山形県買物動向調査より

大蔵村 鮭川村 戸沢村 その他 合計
　　　行先

居住地
新庄市 金山町 最上町 舟形町 真室川町

【県立新庄病院の利用状況（平成２７年度）】 (単位：人、下段は比率)

新庄市 金山町 最上町 舟形町 真室川町 大蔵村 鮭川村 戸沢村 その他

50,494 8,826 8,676 6,839 9,870 4,443 7,017 7,597 6,173 109,935

45.9% 8.0% 7.9% 6.2% 9.0% 4.0% 6.4% 6.9% 5.6% 100.0%

96,100 14,744 14,697 13,357 15,076 6,320 11,287 10,915 9,677 192,173

50.0% 7.7% 7.6% 7.0% 7.8% 3.3% 5.9% 5.7% 5.0% 100.0%

資料：山形県立新庄病院概要より

住所別
合計

入院患者数

外来患者数
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 (２)圏域の将来像 

   我が国の人口は、今後、急速に減少するとの見通しが出されている。都市圏においても

人口減少が見込まれているが、特に地方においては、大幅な人口減少と急速な少子高齢化

が見込まれている。このような状況を踏まえ、地方における住民の暮らしを守るとともに、

地方からの人口流出を食い止め、地方への人の流れを創出することが求められている。 

   国では、まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定し、東京一極集中の是正、若い世代の

就労・結婚・子育ての希望の実現、地域の特性に即した地域課題の解決の視点から、人口

減少の克服・地方創生に取り組んでいる。全国の都道府県、市町村においても、同様に人

口減少対策・地域活性化に向けて動き出している。 

   本圏域の人口に目を向けると、平成２２年で８万４千人であったものが、平成５２年に

は５万３千人になると推計されている。平成２年の１０万２千人から、５０年間で約半減

することになり、圏域における生活機能を維持することが厳しくなると予想されている。 

   このような情勢の中、本圏域が将来にわたり、持続可能な地域であり続けるためには、

各市町村の自立性を尊重しながらも、人口減少の抑制、地域の活性化に向けて連携してい

く必要がある。このため、新庄市と金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、

戸沢村とは、「新庄最上定住自立圏」を形成し、圏域に必要な都市機能及び生活機能を確保

し、安心して暮らすことができる圏域づくりに取り組むこととした。定住自立圏構想への

取り組みには、市町村の結びつきを強め、事業の効果・効率性を高めることや、単独市町

村では実施できない取組への推進が期待されている。 

   具体的には、本圏域での暮らしを安定したものとするため、安定した職場を確保するこ

とが重要であり、全ての取り組みが地域での雇用につながるものである必要がある。そし

て、これからの少子高齢化に向け、保健医療における安心感を高めることが重要であり、

その充実が求められているが、医療従事者不足は深刻な課題となっている。また、圏域の

将来を支える人材の確保も大きな課題であり、子育てしやすい環境の整備や学力向上への

取り組み、各分野で活躍できる人材の育成が求められている。さらには、一つの生活圏と

して活動するための利便性の向上、地域内外の往来を活発化させるためにも、多様な交通

手段の確保は欠かせないものとなる。何より、この地域を輝かせる若者が暮らしたいと思

える地域であり、子どもたちが元気に暮らし、高齢者が健康で生きがいをもって暮らせる

地域である必要がある。 

   本圏域は、豊かな自然に育まれた、心豊かに安心して暮らせる地域である。この地域の

特色を最大限に活かし、地域の課題を解決するとともに、それぞれの市町村が持つ原石を

集め、磨き輝かせ、安心して暮らせる魅力ある圏域を目指すものである。 

   新庄最上定住自立圏構想の取組により、平成５２年における本圏域の人口目標を６万３

千人とする。 
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 (３)市町村の役割分担 

   中心市である新庄市は、圏域全体を視野に入れ、定住に必要な都市機能の整備・提供や

生活機能の確保・充実に努めるとともに、地域資源を活かした振興策に取り組み、圏域全

体の活性化と圏域住民が安心して暮らせる魅力ある圏域の形成を図る。 

   連携する金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村は、生活機能の

確保・充実に努めるとともに、それぞれが有する地域資源を活かした振興策に取り組み、

圏域の魅力づくりと一体感の醸成に向け、それぞれが役割を果たす。 
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４ 新庄最上定住自立圏形成協定項目一覧表 

 
  

金山町 最上町 舟形町 真室川町 大蔵村 鮭川村 戸沢村

1 地域医療体制の充実 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2
軽症救急患者の利用促進と適正受
診の勧奨

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3 認可外保育施設への支援 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

4
地域子育て支援センターの広域利
用 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5 子どもの遊び場の確保 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6 地域子ども・子育て支援 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

7 教育関係者に対する合同研修 ○ ○ ○ ○ ○ ○

8 図書の相互貸出 ○

9 文化・芸術鑑賞等の機会の提供 ○ ○ ○ ○ ○

10 各種講座、企画展等の連携開催 ○ ○ ○ ○

11 企業誘致 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

12 広域観光 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

13 ６次産業化の推進 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

14
特産品を活用した「食」による地域
活性化 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

15 斎場施設の共同管理・相互利用 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

16 ごみ減量化・再資源化の推進 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

17 下水道施設の共同管理 ○ ○ ○ ○ ○ ○

18 水道事業の広域連携 ○ ○ ○ ○ ○ ○

１．地域公共交通 19 コミュニティバス等の運行 ○ ○ ○

２．道路等の交通
インフラの整備

20 道路の除排雪 ○ ○

21 結婚活動支援 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

22 空き家等の利活用 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

23 交流の促進 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

１．圏域内市町村
職員の交流等

24 職員合同研修 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

２．情報の共有・発
信

25 圏域住民への情報の提供 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

２．
結びつきや
ネットワーク
の強化 ３．地域内外の住

民との交流・移住
促進

３．
圏域マネジ
メント能力の
強化

１．医療

２．福祉

３．教育

４．産業振興

１．
生活機能の
強化

５．生活・環境

政策分野 分類 連携する取組項目

新庄市との協定締結
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５ 定住自立圏形成協定に基づき推進する具体的取組 

（１）生活機能の強化に係る政策分野 

 ① 医療 

 ア 地域医療体制の充実 

  形成協定の内容 

取組の内容 圏域内住民の安全・安心な生活を確保するため、かかりつけ医の普及、救急医療

体制の整備、医療従事者の確保等、地域医療体制の充実に向けた取り組みを推進

する。 

甲（新庄市） 

の役割 

関係機関との調整を行うとともに、乙と連携し、地域医療体制の充実に向けた取

り組みを推進する。 

乙（連携町村）

の役割 

甲と連携し、地域医療体制の充実に向けた取り組みを推進する。 

 

 

  具体的な連携事業１ 

事業名 最上地域保健医療対策事業 

関係市町村名 新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村 

事業内容 関係機関を含めた最上地域保健医療対策協議会を組織し、地域の医療体制充実の

ため、医学生研修会、救急医療講習会、病院連携懇談会などの事業を連携して実

施する。 

期待される効果 地域医療体制に関する総合的かつ効果的な対策を組織的に推進することにより、

圏域住民の安全・安心な生活が期待される。 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

医療従事者確保対策       

かかりつけ医の普及       

救急医療体制の整備       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

1,350 1,350 1,350 1,350 1,350 6,750 

活用を想定する

補助制度等 

・山形県地域救急医療体制整備推進事業費補助金 

 

役割分担の考え

方 

・新庄市は、協議会の事務局を担い、関係機関との調整を行う。 

・各市町村は、必要な経費の負担をする。 

目標指標 指標名 説明  基準値 目標値 

年間事業開催数 

（回） 

委員会、幹事会を除

く 

年度 H27 H32 

実績 10 15 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 
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  具体的な連携事業２ 

事業名 看護師養成所開設準備事業 

関係市町村名 新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村 

事業内容 高齢化の進展に伴い、さらなる医療・福祉サービスの充実が求められているが、

地域の医療・福祉機関等に従事する看護師不足は深刻化している。看護師を目指

す若者の地元定着を図り、地域に必要とされる看護師を育成するため、新庄最上

圏域に看護師養成所を設置する。 

期待される効果 看護師養成所を設置することにより、学生の進学先としての選択肢も増え、地元

で学び、地元医療機関等への就職が期待される。また、地元に看護師養成所があ

ることにより、看護師を目指す人が増えることも期待される。 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

設置に向けた検討       

施設・設備の整備       

実習施設の調整       

学生の募集       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

3,897 832 55,502 411,700 686,800 1,158,731 

役割分担の考え

方 

・新庄市は、看護師養成所を設置するため、施設・設備の整備等を行う。 

・各町村は、新庄市と連携して実習施設の調整、学生の募集を行う。 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。

事業化した後に、目標指標を設定する。 
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 イ 軽症救急患者の利用促進と適正受診の勧奨 

  形成協定の内容 

取組の内容 圏域における軽症救急患者の適正受診を促すため、関係機関との連携による診療

体制の整備及びその充実を図る。 

甲（新庄市） 

の役割 

休日及び夜間における診療体制を整備し、関係機関との連携及び調整を行い、そ

の機能の充実に努めるとともに、住民に対し休日及び夜間における初期救急医療

の適切な利用に関する普及啓発を行う。 

乙（連携町村）

の役割 

住民に対し、休日及び夜間における初期救急医療の適切な利用に関する普及啓発

を行う。 

 

  具体的な連携事業 

事業名 新庄市夜間休日診療所運営事業 

関係市町村名 新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村 

事業内容 新庄市で設置した夜間休日診療所について、関係機関との連携による円滑な運営

を図るとともに、その適正な利用について圏域住民への普及啓発を行う。 

期待される効果 圏域内の利用者の利便性向上と初期救急医療体制が確立されるとともに、一次、

二次医療機関への適切な受診に関する住民の意識向上が期待される。 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

夜間休日診療所の運営       

普及啓発活動の実施       

       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

33,160 33,582 33,582 33,582 33,582 166,222 

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・新庄市は、診療所の運営を行う。 

・各市町村は、連携して住民に対する普及啓発活動を行う。 

目標指標 指標名 説明  基準値 目標値 

受診患者数（人） 新庄市調べ 年度 H27 H32 

実績 4,441 4,500 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 
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 ② 福祉 

 ア 認可外保育施設への支援 

  形成協定の内容 

取組の内容 子どもの健やかな育ちのため、認可外保育施設の相互利用を図るとともに、安定

経営に向けた取り組みを行う。 

甲（新庄市） 

の役割 

乙の区域に所在する認可外保育施設において、甲の住民が保育を受けた場合は、

甲が相応の運営費の一部を支援する。 

乙（連携町村）

の役割 

甲の区域に所在する認可外保育施設において、乙の住民が保育を受けた場合は、

乙が相応の運営費の一部を支援する。 

 

  具体的な連携事業 

事業名 認可外保育施設すこやか保育事業 

関係市町村名 新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村 

事業内容 認可外保育施設が実施する保育について、新庄市と各町村が利用者に応じて相互

に運営費の一部を支援する。 

期待される効果 認可外保育施設の経営安定化を図ることによって、圏域全体の子育て支援環境の

充実が期待される。 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

事業実施       

       

       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

30,369 26,249 26,249 26,249 26,249 133,959 

活用を想定する

補助制度等 

・山形県認可外保育施設すこやか保育事業費補助金 

役割分担の考え

方 

・各市町村は、相互に運営費負担金の支払いを行う。 

 

目標指標 指標名 説明  基準値 目標値 

圏域内の待機 

児童数（人） 

毎年４月１日時点 年度 H27 H32 

実績 0 0 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 
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 イ 地域子育て支援センターの広域利用 

  形成協定の内容 

取組の内容 子育て環境の充実を図るため、圏域内に所在する地域子育て支援センターの広

域的利用を図る。 

甲（新庄市） 

の役割 

甲の区域に所在する地域子育て支援センターで実施する事業について、圏域内住

民を対象とするとともに、住民に対し事業の普及啓発を行う。 

乙（連携町村）

の役割 

乙の区域に所在する地域子育て支援センターで実施する事業について、圏域内住

民を対象とするとともに、住民に対し事業の普及啓発を行う。 

 

  具体的な連携事業 

事業名 子育て支援センター事業 

関係市町村名 新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村 

事業内容 圏域内市町村が運営主体となる子育て支援センターで実施する育児相談、育児講

座等の事業について、圏域住民が相互に利用できるようにするとともに、圏域住

民に適切な利用と普及啓発を行う。また、子育て支援センター間での連携を図る

ため、勉強会・情報交換会などを開催する。 

期待される効果 圏域全体として、安心して子育てできる環境の向上が期待できる。 

 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

育児相談、育児講座等       

圏域住民への普及啓発       

勉強会・情報交換会の調整・準備       

勉強会・情報交換会の実施       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

27,905 25,692 25,692 25,692 25,692 130,673 

活用を想定する

補助制度等 

・子ども・子育て支援交付金 

・山形県保育対策等促進事業費補助金 

役割分担の考え

方 

・講座等に係る開催経費は、各市町村がそれぞれ負担する。 

・住民への情報提供は、各市町村がそれぞれ行う。 

目標指標 指標名 説明  基準値 目標値 

勉強会・情報交換

会の開催件数(回) 

新庄市調べ 年度 H27 H32 

実績 0 3 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 
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 ウ 子どもの遊び場の確保 

  形成協定の内容 

取組の内容 雨天時等における子どもの遊び場を確保するため、甲が設置する屋内型遊び場に

ついて、圏域住民の利用を促進するとともに、利用拡大に向けた取り組みを行

う。 

甲（新庄市） 

の役割 

屋内型遊び場を設置し、乙と連携して当該遊び場の適切な運営及び普及啓発を行

う。 

乙（連携町村）

の役割 

甲が設置する屋内型遊び場の運営に協力するとともに、住民に対し適切な利用に

ついて普及啓発を行う。 

 

  具体的な連携事業 

事業名 わらすこ広場の広域利用 

関係市町村名 新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村 

事業内容 新庄市で設置する屋内型遊び場「わらすこ広場」を圏域中心の遊び場として位置

づけ、施設の利便性の向上と環境整備を進め、広域利用を図る。 

期待される効果 圏域全体として、子どもの健やかな成長のための環境整備の向上が期待される。 

 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

わらすこ広場の運営       

       

       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

23,051 23,100 23,100 23,100 23,100 115,451 

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・新庄市は、わらすこ広場の管理運営を行う。 

・各町村は、必要経費に対する負担及び住民に対する適正な利用と普及啓発を行

う。 

目標指標 指標名 説明  基準値 目標値 

わらすこ広場の利

用者数（人） 

圏域住民の利用者数 年度 H27 H32 

実績 40,027 45,000 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 
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 エ 地域子ども・子育て支援 

  形成協定の内容 

取組の内容 圏域内市町村が実施する地域子ども・子育て支援事業のうち、相互利用が可能な

事業について、圏域内住民を対象に広域利用の推進を図る。 

甲（新庄市） 

の役割 

甲が実施する地域子ども・子育て支援事業のうち、広域利用が効果的な事業につ

いて、乙と連携し事業展開を図るとともに、乙が実施する事業を甲の住民が利用

する場合は、その運営について必要な支援を行う。 

乙（連携町村）

の役割 

乙が実施する地域子ども・子育て支援事業のうち、広域利用が効果的な事業につ

いて、甲と連携し事業展開を図るとともに、甲が実施する事業を乙の住民が利用

する場合は、その運営について必要な支援を行う。 

 

  具体的な連携事業 

事業名 ファミリーサポートセンター支援事業 

関係市町村名 新庄市、金山町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村 

事業内容 圏域住民に対する子育て支援の充実を図るため、ファミリーサポートセンター事

業について、広域利用の推進を図る。 

期待される効果 圏域全体として、安心して子育てできる環境の向上が期待される。 

 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

事業実施のための調整       

事業実施       

       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

      

活用を想定する

補助制度等 

・子ども・子育て支援交付金 

・山形県保育対策等促進事業費補助金 

役割分担の考え

方 

・新庄市は、事業実施の調整を図る。 

・各町村は、民間の実施主体が必要とする支援、住民への周知を図る。 

目標指標 指標名 説明  基準値 目標値 

登録会員数（人） 新庄市調べ 年度 H27 H32 

実績 79 100 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 

  



 
 

19 

 

 ③ 教育 

 ア 教育関係者に対する合同研修 

  形成協定の内容 

取組の内容 子どもが安心して学校生活を送ることができるよう、きめ細やかな教育環境の整

備を図るため、教育関係者の研修の場の確保及び指導能力の向上を目指し、合同

研修を行う。 

甲（新庄市） 

の役割 

乙と連携して、教育関係者に対する研修の企画調整を行うとともに、合同研修会

を開催し、当該研修について、教育関係者への周知及び参加の取りまとめを行

う。 

乙（連携町村）

の役割 

甲と連携して、教育関係者の合同研修会を開催し、当該研修について、教育関係

者への周知及び参加の取りまとめを行う。 

 

  具体的な連携事業１ 

事業名 特別支援教育に係る指導者育成のための合同研修事業 

関係市町村名 新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、戸沢村 

事業内容 特別な教育的支援を必要とする児童生徒に対応するため、知識習得段階に応じた

研修会を実施し、教職員等のスキルアップを図る。各市町村の小中学校の状況に

応じて特別支援教育指導者を配置する。 

期待される効果 特別な教育的支援を必要とする児童生徒が増加傾向にある中、研修を通して、教

職員の特別支援教育の理解と実践力の向上が期待できる。また、教職員の人事異

動に関わらず、一定の水準を満たす支援を行うことができる。 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

合同研修への参加       

発達検査等ができる人員の確保       

上級認定者の育成       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

981 1,219 1,219 1,219 1,219 5,857 

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・特別支援教育指導者は、各市町村で配置する。 

・新庄市は、各町村と調整のうえ、研修の企画、割り当てを行う。 

・各市町村は、割り当てに基づき研修会運営を分担し、研修に要する経費は各市

町村がそれぞれ負担する。 

目標指標 指標名 説明  基準値 目標値 

上級認定者数

（人） 

新庄市調べ 年度 H27 H32 

実績 0 7 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 
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  具体的な連携事業２ 

事業名 教育研究センター運営事業 

関係市町村名 新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村 

事業内容 社会環境の変化に応じたより適切な教育の実践に向け、圏域内の教育関係職員へ

の指導及び研修体制の充実、教育に関する専門的・技術的事項の調査研究を推進

するため、最上広域市町村圏事務組合に教育研究センターを設置する。 

期待される効果 教育研究センター施設設備、機能を活用し、効果的な指導法についての指導・研

修が充実し、指導能力が向上することにより、子ども達の探究心を高めるととも

に、学力の向上が期待される。 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

教育関係職員の研修及び指導助言       

教育に関する専門的事項の調査研究       

算数数学スーパーバイザーの配置       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

89,104 43,581 42,938 43,301 43,017 261,941 

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・施設の運営に要する経費は、最上広域市町村圏事務組合分担金の負担割合に応

じて市町村が負担する。 

目標指標 指標名 説明  基準値 目標値 

施設利用者数

（人） 

最上広域市町村圏事

務組合調べ 

年度 H27 H32 

実績 4,670 5,700 

算数・数学スーパ

ーバイザーの訪問

数（回） 

最上広域市町村圏事

務組合調べ 

年度 H28 H32 

実績 81 90 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 
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 イ 図書の相互貸出 

  形成協定の内容 

取組の内容 圏域内住民の教育力の向上のため、蔵書の確保及び充実を図るとともに、他市町

村での図書の貸出ができる体制を整備する等、住民がより利用しやすい環境を

整備する。 

甲（新庄市） 

の役割 

乙と連携し、図書館の蔵書の充実及び必要な設備の整備等に努め、圏域に在住、

通勤又は通学をする者に図書の貸出を行う。 

乙（連携町村）

の役割 

甲と連携し、図書館の蔵書の充実及び必要な設備の整備等に努め、圏域に在住、

通勤又は通学をする者に図書の貸出を行う。 

 

  具体的な連携事業 

事業名 図書の相互貸出検討事業 

関係市町村名 新庄市、真室川町 

事業内容 図書の貸出が困難な圏域住民に対し、図書に触れる機会を増やすため、図書の相

互貸出に向けた検討を行う。 

期待される効果 子どもや高齢者などの交通弱者に対して読書の機会を提供することができる。 

 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

相互貸出の検討       

       

       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

      

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・各市町は、図書の相互貸出についての検討を行う。 

・新庄市は、図書の相互貸出に向けた連絡調整を行う。 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 

事業化した後に、目標指標を設定する。 
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 ウ 文化・芸術鑑賞等の機会の提供 

  形成協定の内容 

取組の内容 圏域内での教育環境を充実し、感性豊かな人材の育成を図るため、圏域内住民を

対象とした文化・芸術鑑賞等の機会の提供を行う。 

甲（新庄市） 

の役割 

乙と連携し、文化・芸術鑑賞等の企画、宣伝及び実施に取り組むとともに、当該

取組の調整を行う。 

乙（連携町村）

の役割 

甲と連携し、文化・芸術鑑賞等の企画、宣伝及び実施に取り組む。 

 

 

  具体的な連携事業 

事業名 児童・生徒に対する演劇・音楽等合同鑑賞事業 

関係市町村名 新庄市、金山町、舟形町、大蔵村、鮭川村、戸沢村 

事業内容 児童・生徒に対する優良な文化・芸術鑑賞の機会を提供するため、市町村合同で

の鑑賞会を開催する。合同で開催することにより、優良な出演者、鑑賞数を確保

し、学年別に応じた鑑賞内容を設定して実施する。 

期待される効果 合同で実施することにより、質の高い芸術鑑賞が可能となる。学年に合わせた多

様なプログラムの鑑賞が可能になる。 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

事業実施       

       

       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

814 1,325 1,325 1,325 1,325 6,114 

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・鑑賞に要する経費は、各市町村の児童・生徒数に応じて負担する。 

・新庄市は、合同鑑賞の日程、会場設定等の調整を行う。 

目標指標 指標名 説明  基準値 目標値 

実施回数（回） 新庄市調べ 年度 H27 H32 

実績 3 3 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 
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 エ 各種講座、企画展等の連携開催 

  形成協定の内容 

取組の内容 圏域内住民がより多様な学習機会を得ることができるよう、圏域内市町村で実施

する各種講座、企画展等について、圏域内の住民が相互に参加し、及び利用する

ことができるようにする。 

甲（新庄市） 

の役割 

甲が実施する各種講座、企画展等について、圏域内住民が参加することができる

ようにするとともに、乙と連携して、圏域内で実施される各種講座、企画展等に

ついての周知を行う。 

乙（連携町村）

の役割 

乙が実施する各種講座、企画展等について、圏域内住民が参加することができる

ようにするとともに、甲と連携して、圏域内で実施される各種講座、企画展等に

ついての周知を行う。 

 

  具体的な連携事業１ 

事業名 各種講座、企画展等の周知 

関係市町村名 新庄市、金山町、最上町、舟形町、大蔵村 

事業内容 各市町村で独自の各種講座、企画展等を開催し、圏域住民が参加できるようにす

るとともに、その情報を共有化し、互いの住民に周知することにより、各種講

座、企画展等への参加を促進する。 

期待される効果 連携して周知することにより、参加者の増加が見込まれる。また、各市町村の文

化等について共通認識を持つことができ、圏域としての伝統文化の継承保存が期

待される。 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

各種講座、企画展等の開催       

住民への周知       

       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

      

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・各種講座、企画展等に要する経費は、実施した市町村が負担する。 

・各市町村は、圏域内市町村で実施される各種講座、企画展等の情報を住民に周

知する。 

目標指標 指標名 説明  基準値 目標値 

実施回数（回） 新庄市調べ 年度 H27 H32 

実績 0 1 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 
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 ④ 産業振興 

 ア 企業誘致 

  形成協定の内容 

取組の内容 地域経済の活性化を図るため、圏域内の工業団地への企業誘致に向けた取り組み

を推進する。 

甲（新庄市） 

の役割 

乙と連携し、企業誘致の推進に関する取組を行う。 

 

乙（連携町村）

の役割 

甲と連携し、企業誘致の推進に関する取組を行う。 

 

 

  具体的な連携事業 

事業名 新庄中核工業団地企業誘致促進事業 

関係市町村名 新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村 

事業内容 圏域の中心的な就業場所となる「新庄中核工業団地」への企業を誘致するため、

新庄中核工業団地企業誘致促進協議会を組織し、圏域内の行政、企業、各種団体

が一体となった企業誘致活動を展開する。 

期待される効果 圏域の産業振興と雇用の場の拡大による定住人口の確保が期待される。 

 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

企業誘致活動       

       

       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

1,171 1,171 1,171 1,171 1,171 5,855 

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・新庄市は、協議会の事務局を担う。 

・協議会に要する費用は、各市町村が負担する。 

目標指標 指標名 説明  基準値 目標値 

操業企業数（社） 新庄市の工業団地内 年度 H27 H32 

実績 57 66 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 
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 イ 広域観光 

  形成協定の内容 

取組の内容 圏域内に存在する観光資源の魅力を活かした広域的な観光について、情報発信等

を行う。 

甲（新庄市） 

の役割 

乙及び関係団体と連携して、圏域内に存在する様々な観光資源の魅力を活かした

広域的な観光に関する情報発信等を行う。 

乙（連携町村）

の役割 

甲及び関係団体と連携して、圏域内に存在する様々な観光資源の魅力を活かした

広域的な観光に関する情報発信等を行う。 

 

  具体的な連携事業１ 

事業名 最上広域観光事業 

関係市町村名 新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村 

事業内容 県や関係団体を交えた最上地域観光協議会を組織し、圏域全体としての広域観光

会議を開催し、圏域の観光施策の企画検討を行い、旅行会社等への積極的な情報

発信や旅行商品づくりを促進するなど、効果的な広域観光を推進する。 

期待される効果 自治体間連携の広域観光を推進することで、多様化する観光ニーズに応えること

ができる。 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

観光素材の発掘・磨き上げ・売込事業       

広域観光キャンペーン事業       

観光客受入態勢の整備事業       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

7,605 7,605 7,605 7,605 7,605 38,025 

活用を想定する

補助制度等 

山形県観光キャンペーン推進協議会助成金 

役割分担の考え

方 

・協議会に要する費用は、各市町村及び会員が負担する。 

・各市町村は、協議会で実施する事業に協力する。 

目標指標 指標名 説明  基準値 目標値 

最上地域の観光者

数（千人） 

山形県観光者数調査 年度 H27 H32 

実績 2693.9 3,000 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 
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  具体的な連携事業２ 

事業名 陸羽東西線利用促進事業 

関係市町村名 新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村 

事業内容 ＪＲ陸羽東西線沿線の市町村において陸羽東西線利用推進協議会を組織し、利活

用の促進による庄内地域、宮城県大崎地域との交流の活発化を推進する。 

期待される効果 利用促進イベントやＪＲダイヤ改正要望をとおし、さらなる利用拡大が図られ

る。また、沿線自治体間連携の広域観光の取り組みをとおし、新たな利用が期待

できる。 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

利用促進イベント事業       

ＪＲダイヤ改正要望会       

利用促進リーフレットの作成       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

90 123 123 123 123 582 

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・協議会に要する費用は、各市町村が負担する。 

・各市町村は、協議会で実施する事業に協力する。 

目標指標 指標名 説明  基準値 目標値 

陸羽東西線運行列

車本数（本） 

新庄市調べ 年度 H27 H32 

実績 40 40 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 

 

  具体的な連携事業３ 

事業名 教育旅行の受入事業 

関係市町村名 新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村 

事業内容 仙台・関東圏の小・中学生を主なターゲットに、圏域内市町村で提供できる農家

民泊・宿泊施設、農業体験・自然体験等の情報を共有化し、最上地域全体での受

入体制を整備していく。 

期待される効果 小中学生を対象とした事業ではあるが、保護者等を含めた交流拡大により、物産

振興や最上地域へのファン獲得が期待される。 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

受入先の情報共有       

       

       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

5,700 5,200 5,200 5,200 5,200 26,500 

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・新庄市は、受入先の情報を取りまとめ各町村と共有する。 

・教育旅行の受入は、それぞれの市町村が行う。 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 

事業化した後に、目標指標を設定する。 
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ウ ６次産業化の推進 

  形成協定の内容 

取組の内容 圏域内の農産物を活用した商品の開発、ＰＲ及び販売促進に取り組む体制を整備

するため、６次産業化に関する情報の交換を行うとともに推進体制の整備に関

する調査及び検討を行う。 

甲（新庄市） 

の役割 

乙と共同して検討会、勉強会等を企画し、及び開催するとともに、６次産業化に

関する情報収集を行い、乙との共有化を図る。 

乙（連携町村）

の役割 

甲と共同して検討会、勉強会等を企画し、及び開催するとともに、６次産業化に

関する情報収集を行い、甲との共有化を図る。 

 

  具体的な連携事業 

事業名 地域６次産業推進事業 

関係市町村名 新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村 

事業内容 ６次産業化については、市町村単位で取り組みがなされ、独自のブランドを生み

出している市町村もある。市町村それぞれの取り組みを活かしつつ、６次産業化

のさらなる振興に繋ぐため、検討会を設置して連携を図ることで得られる付加価

値と効果を生み出していく。 

期待される効果 ６次産業化による農産物・加工品の生産拡大が図られ、農業所得の増大や雇用の

創出が見込まれる。 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

検討会の開催       

       

       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

      

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・新庄市は、各町村と連携して農産物の高付加価値化に取り組むとともに、その

調整を行う。 

・各町村は、新庄市と連携して農産物の高付加価値化に取り組む。 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 

事業化した後に、目標指標を設定する。 
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 エ 特産品を活用した「食」による地域活性化 

  形成協定の内容 

取組の内容 圏域内の地場産品の消費を拡大するため、地産地消の取組及び当該産品の圏域外

への販売を促進する。 

甲（新庄市） 

の役割 

乙と連携し、圏域内生産者との連携強化、地産地消の情報発信及び地場産品販売

の取組を推進する。 

乙（連携町村）

の役割 

甲と連携し、圏域内生産者との連携強化、地産地消の情報発信及び地場産品販売

の取組を推進する。 

 

  具体的な連携事業 

事業名 地域農産品販売促進事業 

関係市町村名 新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村 

事業内容 地場産品の販売について生産者との連携強化や情報発信を行うとともに、地産地

消のネットワークを構築し、地場産品の普及啓発、消費拡大、販売促進等を図

る。 

期待される効果 広域的な販路の確保、ＰＲ効果の増大、生産者と消費者を繋ぐ場の確保、地域の

実践者の販売拠点の確保が期待される。 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

ネットワークの構築       

販売周知       

       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

      

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・地場産品の普及啓発、消費拡大、販売促進等に要する費用は、各市町村が負担

する。 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 

事業化した後に、目標指標を設定する。 
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 ⑤ 生活・環境 

 ア 斎場施設の共同管理・相互利用 

  形成協定の内容 

取組の内容 圏域内における快適で衛生的な生活環境を維持するため、連携して斎場の設置、

管理運営及び相互利用を行う。また、圏域に見合う持続可能な斎場施設のあり

方について、検討を進める。 

甲（新庄市） 

の役割 

甲が設置する斎場施設の利用について、乙の住民に対する利用を可能とし、乙と

連携して施設の管理運営にあたる。また、圏域に見合う持続可能な斎場施設のあ

り方について、乙と連携して検討を進める。 

乙（連携町村）

の役割 

乙が設置する斎場施設の利用について、甲の住民に対する利用を可能とし、甲と

連携して施設の管理運営にあたる。また、圏域に見合う持続可能な斎場施設のあ

り方について、甲と連携して検討を進める。 

 

  具体的な連携事業１ 

事業名 火葬場の相互利用 

関係市町村名 新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、戸沢村 

事業内容 圏域内の斎場施設を、故障時や災害時等の際には、各施設の設置市町村の住民と

圏域内市町村の住民が同一の条件で利用可能とする。また、火葬場の相互利用を

促進するため、圏域内火葬場の施設や環境を整備する。 

期待される効果 故障時や災害時等に限定されるが、圏域内利用者サービスとしての地域連携効果

は高い。 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

合意形成と費用負担のあり方検討       

相互利用の運用開始       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

76,898 92,853 81,438 81,438 81,438 414,065 

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・各市町村は、住民の利用実績に応じ施設の運営に要する経費を負担する。 

・新庄市は、圏域内施設の相互利用に向けた連絡調整を行う。 

目標指標 指標名 説明  基準値 目標値 

相互利用の施設数 新庄市調べ 年度 H27 H32 

実績 1 5 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 
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  具体的な連携事業２ 

事業名 火葬場の共同管理検討事業 

関係市町村名 新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村 

事業内容 各市町村で設置している斎場施設の管理運営を広域的に実施するため、更新時期

等に合わせて、共同管理の検討を進める。 

期待される効果 各町村における管理委託者の確保及び、斎場管理の効率化に資することが期待さ

れる。 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

現状分析と共同管理のあり方検討       

斎場予約管理システムの導入       

       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

      

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・各市町村は、斎場施設の運営転換のあり方について経費負担を併せながら検討

する。 

・新庄市は、圏域内施設の共同管理に向けた連絡調整を行う。 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 

事業化した後に、目標指標を設定する。 
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 イ ごみ減量化・再資源化の推進 

  形成協定の内容 

取組の内容 循環型社会の構築を進めるため、ごみ等の処理を共同で実施するとともに、ごみ

の減量化及び再資源化の推進に向けた連携についての検討を行う。 

甲（新庄市） 

の役割 

乙と連携し、圏域内におけるごみ処理に対する課題を整理し、ごみ等の共同処理

を行うとともに、ごみの減量化及び再資源化に向けた取り組みについての検討を

行う。 

乙（連携町村）

の役割 

甲と連携し、圏域内におけるごみ処理に対する課題を整理し、ごみ等の共同処理

を行うとともに、ごみの減量化及び再資源化に向けた取り組みについての検討を

行う。 

 

  具体的な連携事業１ 

事業名 ごみ減量化・再資源化検討事業 

関係市町村名 新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村 

事業内容 ごみ減量化や再資源化の推進に向けた住民への周知を図るとともに、圏域内での

更なる減量化・再資源化を進めるため、ごみの分別方法の統一、収集運搬の連携

に向けた検討を行う。 

期待される効果 広域ごみ処理施設の延命化と経費節減、ごみ減量化に伴う循環型社会の構築並び

にＣＯ２削減が期待される。 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

広域的議論と課題整理       

ごみ減量化対策推進計画策定       

ごみ減量化対策推進計画の推進       

食品トレーリサイクルシステム 

「新庄もがみ方式」の推進 

      

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

8,342 8,520 8,520 8,520 8,520 42,422 

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・新庄市は、ごみ減量化・再資源化に係る検討組織（新庄最上定住自立圏形成ご

み減量化対策推進協議会）の事務局を担う。 

・各市町村は、住民への周知・広報を行う。 

・検討・周知に必要な経費は、各市町村が応分の負担を行う。 

目標指標 

 

指標名 説明  基準値 目標値 

家庭系ごみ1人1日

当たり排出量(ｇ) 

ごみ減量化対策推進

計画 

年度 H27 H32 

実績 657 630 

事業系ごみ量(ｔ) ごみ減量化対策推進

計画 

年度 H27 H32 

実績 7,774 7,115 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 
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  具体的な連携事業２ 

事業名 ごみ処理施設の共同運営事業 

関係市町村名 新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村 

事業内容 圏域におけるごみ処理業務を共同で実施するため、最上広域市町村圏事務組合に

ごみ処理施設を設置し、管理運営を共同処理する。また、ごみの減量化・再資源

化を推進しながら、施設の長寿命化に向けた変更計画の策定と、計画に伴う基幹

的設備改良事業を実施し、施設の延命化を図っていく。 

期待される効果 ごみ処理施設の設置、管理運営を共同処理することにより、廃棄物の安定的かつ

効率的な処理体制が確保される。 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

ごみ焼却処理施設の管理運営       

再資源化･粗大ごみ処理施設の管理運営       

最終処分場の管理運営       

長寿命化変更計画等の策定       

基幹的設備改良工事       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

830,787 902,791 738,356 827,517 849,898 4,149,349 

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・共同処理に要する経費は、最上広域市町村圏事務組合分担金の負担割合に応じ

て市町村が負担する。 

目標指標 指標名 説明  基準値 目標値 

家庭系、事業系、

集団回収のごみ処

理量(ｔ) 

ごみ減量化対策推進

計画 

年度 H27 H32 

実績 26,787 24,169 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 
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 ウ 下水道施設の共同管理 

  形成協定の内容 

取組の内容 下水道処理施設の維持管理等を広域的に実施する。 

甲（新庄市） 

の役割 

下水道処理施設の維持管理等に係る事務を乙と共同で管理し、及び執行する。 

乙（連携町村）

の役割 

下水道処理施設の維持管理等に係る事務を甲と共同で管理し、及び執行する。 

 

  具体的な連携事業 

事業名 下水処理施設共同管理事業 

関係市町村名 新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、戸沢村 

事業内容 最上圏域下水道共同管理協議会を組織し、下水道終末処理場の事務（終末処理場

の水質試験に関する事務、終末処理場の運転監視及び保守点検に関する事務）を

共同で管理、執行する。 

期待される効果 監視設備等のスケールメリットによるコストダウン、周辺浄化センターの無人化

による管理人員の減、水質試験室不要による省スペース化、共同での一体整備・

事業推進の円滑化が図られる。 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

運転監視及び保守点検業務       

水質試験業務       

       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

146,296 147,341 147,341 147,341 147,341 735,660 

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・協議会の事務の管理及び執行に要する経費は、規約に基づき各市町村が負担す

る。 

目標指標 指標名 説明  基準値 目標値 

共同管理する施設

数（所） 

新庄市調べ 年度 H27 H32 

実績 ７ ７ 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 
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エ 水道事業の広域連携 

  形成協定の内容 

取組の内容 水道事業の効率的な経営のため、広域連携について調査及び研究を行い、水道事

業の経営基盤の強化を図る。 

甲（新庄市） 

の役割 

乙と連携し、広域連携について調査及び研究を行い、水道事業の経営基盤の強化

に向けた取組を推進する。 

乙（連携町村）

の役割 

甲と連携し、広域連携について調査及び研究を行い、水道事業の経営基盤の強化

に向けた取組を推進する。 

 

  具体的な連携事業 

事業名 水道事業共同管理運営事業 

関係市町村名 新庄市、金山町、最上町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村 

事業内容 新庄最上地区水道協議会の組織において、水道事業の業務系（業務システ

ム（公会計・料金・財務））に関する事務、水道事業の維持管理（メータ

ー器購入・薬品購入・施設や設備の保守点検・水道台帳システム・包括的

な業務委託）に関する事務など広域連携の検討を行い、実施可能なものか

ら共同で管理、運営を行う。 

期待される効果 水道事業における同種同様な業務等のスケールメリットによるコストダウ

ンのほか、情報の共有と円滑化が図られる。 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

広域連携の検討       

業務系に関する事務の共同業務       

維持管理系に関する事務の共同業務       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

      

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・協議会の事務の管理及び執行に要する経費は、規約に基づき各市町村が

負担する。 

・実施する事務に要する経費は、各市町村が個別に負担する。 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 

事業化した後に、目標指標を設定する。 
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（２）結びつきやネットワークの強化に係る政策分野 

 ① 地域公共交通 

 ア コミュニティバス等の運行 

  形成協定の内容 

取組の内容 地域内外の往来を活発化し、圏域内住民の日常生活圏の拡大及び利便性の向上を

図るため、地域公共交通サービスの提供及びその拡充に向けた取り組みを推進す

る。 

甲（新庄市） 

の役割 

甲及び乙の区域を結ぶコミュニティバス等の運行に配慮するとともに、住民への

情報提供を行い、利用を促進する。 

乙（連携町村）

の役割 

甲及び乙の区域を結ぶコミュニティバス等の運行について、甲と連携して実施す

る。 

 

  具体的な連携事業１ 

事業名 コミュニティバス運行事業（鮭川村営バス） 

関係市町村名 新庄市、鮭川村 

事業内容 通勤や通学の利便性を高めるため、近隣町村と中心市を結ぶコミュニティバスの

運行を行う。 

期待される効果 コミュニティバスを運行することにより、交通空白地帯が解消され、地域住民の

利便性の向上が見込まれる。 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

鮭川・新庄線の運行       

       

       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

9,561 9,543 9,543 9,543 9,543 47,733 

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・各市村は、運行するコミュニティバスについて住民への周知を行う。 

・コミュニティバスの運行に要する費用は、利用者数に応じて負担する。 

目標指標 指標名 説明  基準値 目標値 

利用者数（人） 1月～12月までの利用

者数 

年度 H27 H32 

実績 3,722 6,000 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 
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具体的な連携事業２ 

事業名 コミュニティバス運行事業（大蔵村営バス） 

関係市町村名 新庄市、大蔵村 

事業内容 通勤や通学の利便性を高めるため、近隣町村と中心市を結ぶコミュニティバスの

運行を行う。 

期待される効果 コミュニティバスを運行することにより、交通空白地帯が解消され、地域住民の

利便性の向上が見込まれる。 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

大蔵・新庄線の運行       

       

       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

 39,204 39,204 39,204 39,204 156,816 

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・各市村は、住民ニーズ等の把握に努め、コミュニティバス等の運行についての

検討を行う。 

目標指標 指標名 説明  基準値 目標値 

利用者数（人） 大蔵村調べ 年度  H32 

実績  24,000 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 

 

  具体的な連携事業３ 

事業名 デマンドタクシー運行事業 

関係市町村名 新庄市、舟形町 

事業内容 通勤や通学の利便性を高めるため、近隣町村と中心市を結ぶデマンドタクシーの

運行を行う。 

期待される効果 デマンドタクシーを運行することにより、交通空白地帯が解消され、地域住民の

利便性の向上が見込まれる。 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

運行に向けた調整       

舟形・新庄線の運行       

       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

      

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・各市町は、運行するデマンドタクシーについて住民への周知を行う。 

・デマンドタクシーの運行に要する費用は、利用者数に応じて負担する。 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 

事業化した後に、目標指標を設定する。 
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② 道路等の交通インフラの整備 

 ア 道路の除排雪 

  形成協定の内容 

取組の内容 圏域内の交流を促進するため、圏域内市町村道における冬期間の効率的な除排雪

体制の充実に向けた取り組みを推進する。 

甲（新庄市）の

役割 

冬期間の地域間ネットワークの維持向上を図るため、甲及び乙を結ぶ道路につい

て、乙と連携して道路の除排雪を行う。 

乙（連携町村）

の役割 

冬期間の地域間ネットワークの維持向上を図るため、甲及び乙を結ぶ道路につい

て、甲と連携して道路の除排雪を行う。 

 

  具体的な連携事業１ 

事業名 道路除雪の路線交換 

関係市町村名 新庄市、舟形町 

事業内容 市町村間を結ぶ道路の一部について、中心市と近隣町村が隣接する道路に関し、

路線を交換して道路の除雪を行う。 

期待される効果 必要な移動時間、経費の面等から見て単独で除排雪を行うよりも効率的であり、

地域住民にとって冬期間の交通の安全性が確保される。 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

事業実施       

       

       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

700 700 700 700 700 3,500 

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・新庄市は、各町村と路線交換した道路の除雪を行う。 

・各町村は、新庄市と路線交換した道路の除雪を行う。 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 

  目標指標は設定しない。 
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  具体的な連携事業２ 

事業名 道路除雪の代行除雪 

関係市町村名 新庄市、大蔵村 

事業内容 市町村間を結ぶ道路の一部について、中心市が隣接する近隣町村の道路の除雪を

代行して行う。 

期待される効果 必要な移動時間、経費の面等から見て単独で除排雪を行うよりも効率的であり、

地域住民にとって冬期間の交通の安全性が確保される。 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

事業実施       

       

       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 10,000 

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・新庄市は、各町村の道路の一部を代行して除雪する。 

・各町村は、代行分の除雪費用を負担する。 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 

目標指標は設定しない。  
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 ③ 地域内外の住民との交流・移住促進 

 ア 結婚活動支援 

  形成協定の内容 

取組の内容 圏域内に居住する若者の成婚を促進するため、圏域外住民との交流を含めた結婚

活動支援に取り組む。 

甲（新庄市） 

の役割 

乙と連携して、圏域住民を対象とした結婚活動支援を行う。 

 

乙（連携町村）

の役割 

甲と連携して、圏域住民を対象とした結婚活動支援を行う。 

 

 

  具体的な連携事業 

事業名 結婚活動支援事業 

関係市町村名 新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村 

事業内容 民間人を含めた最上広域婚活実行委員会を組織し、結婚を希望する未婚男女の出

会いの場を創出するため、各種イベント、講座等を開催する。 

期待される効果 未婚者が結婚することにより、定住と出産につながることが期待され、人口増加

が見込まれる。 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

イベントの開催       

各種講座       

       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 5,000 

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・各市町村は、実行委員会で実施する事業の周知を行う。 

・実行委員会に要する費用は、各市町村が負担する。 

目標指標 指標名 説明  基準値 目標値 

カップル成立数

（組） 

イベントにおける 

カップル成立数 

年度 H27 H32 

実績 24 30 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 
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 イ 空き家等の利活用 

  形成協定の内容 

取組の内容 移住及び定住を促進するため、圏域内にある空き家等の情報の収集及び利活用に

向けた空き家バンクの検討を行い、関連情報を発信する。 

甲（新庄市） 

の役割 

乙と連携し、空き家等の情報を収集するとともに、関係機関と調整し、空き家バ

ンク等の制度構築に向けた検討を行う。 

乙（連携町村）

の役割 

甲と連携し、空き家等の情報を収集するとともに、空き家バンク等の制度構築に

向けた検討を行う。 

 

  具体的な連携事業 

事業名 「空き地・空き家情報バンク」の構築事業 

関係市町村名 新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村 

事業内容 転居等により生じた空き家等の情報を収集し、利活用を希望する所有者の物件を

データベース化した空き家バンクを創設し、ホームページ等を活用してＵＪＩタ

ーン希望者等に情報提供する。 

期待される効果 空き家を解消し景観を保全するとともに、ＵＪＩターンの促進が図られる。 

 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

空き家等の情報収集       

制度構築に向けた調整       

空き家バンクの運用       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

      

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・各市町村は、空き家等の情報を収集する。 

・新庄市は、空き家バンクの運用に向けた調整を行う。 

・各市町村は、空き家等の情報をホームページに掲載し情報提供を行う。 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 

事業化した後に、目標指標を設定する。 
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 ウ 交流の促進 

  形成協定の内容 

取組の内容 都市の若者を地域おこし協力隊として受け入れ、地域資源の発掘等の各種の地域

協力活動に従事させながら、圏域への定住を図る。また、地域活性化を図るた

め、圏域内外住民との交流を促進する。 

甲（新庄市） 

の役割 

乙と連携し、地域おこし協力隊を募集するとともに、地域おこし協力隊が圏域で

活動しやすい環境を整備する。また、交流の促進のための情報発信等を行う。 

乙（連携町村）

の役割 

甲と連携し、地域おこし協力隊を募集するとともに、地域おこし協力隊が圏域で

活動しやすい環境を整備する。また、交流の促進のための情報発信等を行う。 

 

  具体的な連携事業 

事業名 地域おこし協力隊交流事業 

関係市町村名 新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村 

事業内容 地域おこし協力隊に採用された者の経験や都会からの目線での、新たな地域資源

の発見や観光資源等の素材の活用が一層充実されるよう、圏域に在住する地域お

こし協力隊による情報交換会を開催する。 

期待される効果 地域資源をつなぎ合せた新たな企画が期待される。 

 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

地域おこし協力隊の情報交換会       

       

       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

      

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・各市町村は、地域おこし協力隊の採用を行い、活動に向けた環境整備を行う。 

・新庄市は、地域おこし協力隊の情報交換に向けた連絡調整を行う。 

目標指標 指標名 説明  基準値 目標値 

地域おこし協力隊

員数（人） 

毎年４月時点 年度 H28 H32 

実績 23 25 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 
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（３）圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野 

 ① 圏域内市町村職員の交流等 

 ア 職員合同研修 

  形成協定の内容 

取組の内容 市町村職員の地域に対する問題意識、政策形成能力等を向上させ、圏域内の共通

課題に対応するため、圏域内外の専門家等を外部講師として招へいし、合同研修

を行う。また、合同研修を通し、市町村職員の交流の機会を設け、人的ネットワ

ークの構築を図る。 

甲（新庄市） 

の役割 

乙と連携して、研修の企画、運営及び調整を行うとともに、当該研修について、

職員への周知及び参加者の取りまとめを行う。 

乙（連携町村）

の役割 

甲と連携して、研修の企画及び運営を行うとともに、当該研修について、職員へ

の周知及び参加者の取りまとめを行う。 

 

  具体的な連携事業 

事業名 職員合同研修事業 

関係市町村名 新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村 

事業内容 圏域内市町村が共通する課題に対応できる職員を育成するため、専門家等を講師

として招へいした、職員合同研修を行う。 

期待される効果 連携することにより、単独で開催するよりもきめ細やかな人材育成が可能にな

る。幅広い知識と戦略性に富んだ外部講師を招聘することができる。合同開催す

ることにより市町村間の交流が深まり、情報交換の場としても活用できる。 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

新規採用職員研修       

専門（行政課題）研修       

       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

500 549 549 549 549 2,696 

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・新庄市と各町村は、合同で研修の企画・運営を行う。 

・研修に要する経費は、各市町村が負担する。 

目標指標 指標名 説明  基準値 目標値 

職員の満足度

（％） 

参加者アンケート調

査にて、有意義と答

えた人の割合 

年度 H28 H32 

実績 87 90 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 
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 ② 情報の共有・発信 

 ア 圏域住民への情報の提供 

  形成協定の内容 

取組の内容 広域化する住民活動を踏まえ、圏域内における情報の共有化を図り、ホームペー

ジ、広報紙等を活用し、圏域内の催しや共通課題などに関する情報発信を連携し

て行う。 

甲（新庄市） 

の役割 

圏域内情報の収集を行うとともに、具体的な掲載内容及び手法を企画し、乙と連

携して圏域内住民への情報の提供を行う。 

乙（連携町村）

の役割 

圏域内情報の収集を行うとともに、連携して発信する情報の検討を行い、甲と連

携して圏域内住民への情報の提供を行う。 

 

  具体的な連携事業 

事業名 統一テーマによる広報事業 

関係市町村名 新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村 

事業内容 圏域内イベントの情報、共通課題などに関し、内容や時期を合わせて広報活動を

行う。 

期待される効果 広域化している圏域住民生活に関する効果的な情報を発信することができる。統

一広報によるコスト削減が図られる。 

実施スケジュー

ル 

具体的な事業項目 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

広報担当者会議       

統一広報随時実施       

       

事業費見込 

（千円） 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ 計 

      

活用を想定する

補助制度等 

 

役割分担の考え

方 

・新庄市は、広報担当者会議を招集し、連携記事の企画とその内容に応じた役割

分担を検討する。 

・広報に要する費用は、各市町村が負担する。 

目標指標 指標名 説明  基準値 目標値 

勉強会等の実施回

数（回） 

新庄市調べ 年度 H28 H32 

実績 1 3 

  事業費見込は現時点での連携市町村の合計見込額を記載しており、毎年度の予算で具体額を定める。 
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６ 共生ビジョン事業一覧 

 

  

（１）生活機能の強化に係る政策分野

　①　医療 H28 H29 H30 H31 H32 計

38,407 35,764 90,012 446,210 721,310 1,331,703

　ア　地域医療体制の充実

H28 H29 H30 H31 H32 計

新庄市 - 608 608 608 608 608 3,040

金山町 1-1-（1） 82 83 83 83 83 414

最上町 1-1-（1） 125 125 125 125 125 625

舟形町 1-1-（1） 114 115 115 115 115 574

真室川町 1-1-（1） 121 121 121 121 121 605

大蔵村 1-1-（1） 90 91 91 91 91 454

鮭川村 1-1-（1） 102 100 100 100 100 502

戸沢村 1-1-（1） 108 107 107 107 107 536

1,350 1,350 1,350 1,350 1,350 6,750

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 1,348 832 55,502 411,700 686,800 1,156,182

金山町 1-1-（1） 350 350

最上町 1-1-（1） 482 482

舟形町 1-1-（1） 344 344

真室川町 1-1-（1） 468 468

大蔵村 1-1-（1） 273 273

鮭川村 1-1-（1） 307 307

戸沢村 1-1-（1） 325 325

3,897 832 55,502 411,700 686,800 1,158,731

　イ　軽症救急患者の利用促進と適正受診の勧奨

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 33,160 33,582 33,160 33,160 33,160 166,222

金山町 1-1-（2） 0

最上町 1-1-（2） 0

舟形町 1-1-（2） 0

真室川町 1-1-（2） 0

大蔵村 1-1-（2） 0

鮭川村 1-1-（2） 0

戸沢村 1-1-（2） 0

33,160 33,582 33,160 33,160 33,160 166,222

事業費見込み（単位：千円）

事業名 事業概要

最上地域保健医療
対策事業

関係機関を含めた最上地域保健医
療対策協議会を組織し、地域の医
療体制充実のため、医学生研修
会、救急医療講習会、病院連携懇
談会などの事業を連携して実施す
る。

計

市町村

市町村
協定項目
（第３条）

事業費見込み（単位：千円）

協定項目
（第３条）

事業名 事業概要

新庄市夜間休日診
療所運営事業

新庄市で設置した夜間休日診療所
について、関係機関との連携による
円滑な運営を図るとともに、その適
正な利用について圏域住民への普
及啓発を行う。

計

市町村
協定項目
（第３条）

事業名 事業概要
事業費見込み（単位：千円）

看護師養成所開設
準備事業

高齢化の進展による医療・介護
ニーズの増加により、人材不足が深
刻化している看護師を地元で養成
する仕組みをつくり、若者の地元定
着と医療機関等に従事する看護師
を確保するため、新庄最上圏域に
おける看護師養成所を設置する。

計
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　②　福祉 H28 H29 H30 H31 H32 計

81,549 75,041 74,501 74,501 74,501 380,093

　ア　認可外保育施設への支援

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 27,177 22,407 22,407 22,407 22,407 116,805

金山町 1-2-（1） 1,008 1,008 1,008 1,008 1,008 5,040

最上町 1-2-（1） 500 500 500 500 500 2,500

舟形町 1-2-（1） 0

真室川町 1-2-（1） 424 310 310 310 310 1,664

大蔵村 1-2-（1） 474 474 474 474 474 2,370

鮭川村 1-2-（1） 360 900 360 360 360 2,340

戸沢村 1-2-（1） 650 650 650 650 650 3,250

30,593 26,249 25,709 25,709 25,709 133,969

　イ　地域子育て支援センターの広域利用

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 4,520 4,456 4,456 4,456 4,456 22,344

金山町 1-2-（2） 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 17,500

最上町 1-2-（2） 7,730 7,738 7,738 7,738 7,738 38,682

舟形町 1-2-（2） 4,200 3,814 3,814 3,814 3,814 19,456

真室川町 1-2-（2） 7,453 5,658 5,658 5,658 5,658 30,085

大蔵村 1-2-（2） 0

鮭川村 1-2-（2） 502 526 526 526 526 2,606

戸沢村 1-2-（2） 0

27,905 25,692 25,692 25,692 25,692 130,673

　ウ　子どもの遊び場の確保

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 23,051 23,100 23,100 23,100 23,100 115,451

金山町 1-2-（3） 0

最上町 1-2-（3） 0

舟形町 1-2-（3） 0

真室川町 1-2-（3） 0

大蔵村 1-2-（3） 0

鮭川村 1-2-（3） 0

戸沢村 1-2-（3） 0

23,051 23,100 23,100 23,100 23,100 115,451

　エ　地域子ども・子育て支援

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 0

金山町 1-2-（4） 0

舟形町 1-2-（4） 0

真室川町 1-2-（4） 0

大蔵村 1-2-（4） 0

鮭川村 1-2-（4） 0

戸沢村 1-2-（4） 0

0 0 0 0 0 0

計

市町村
事業費見込み（単位：千円）協定項目

（第３条）
事業名 事業概要

認可外保育施設す
こやか保育事業

認可外保育施設が実施する保育に
ついて、新庄市と各町村が利用者
に応じて相互に運営費の一部を支
援する。

協定項目
（第３条）

事業名 事業概要

協定項目
（第３条）

事業名 事業概要

計

計

市町村
事業費見込み（単位：千円）

市町村
事業費見込み（単位：千円）

子育て支援セン
ター事業

わらすこ広場の広
域利用

圏域内市町村が運営主体となる子
育て支援センターで実施する育児
相談、育児講座等の事業につい
て、圏域住民が相互に利用できる
ようにするとともに、圏域住民に適
切な利用と普及啓発を行う。また、
子育て支援センター間での連携を
図るため、勉強会・情報交換会など
を開催する。

新庄市で設置する屋内型遊び場
「わらすこ広場」を圏域中心の遊び
場として位置づけ、施設の利便性の
向上と環境整備を進め、広域利用を
図る。

事業費見込み（単位：千円）

計

市町村
協定項目
（第３条）

事業名 事業概要

ファミリーサポート
センター支援事業

圏域住民に対する子育て支援の充
実を図るため、ファミリーサポートセ
ンター事業について、広域利用の推
進を図る。
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　③　教育 H28 H29 H30 H31 H32 計

90,899 46,125 45,482 45,845 45,561 273,912

　ア　教育関係者に対する合同研修

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 289 292 292 292 292 1,457

金山町 1-3-（1） 0

最上町 1-3-（1） 360 360 360 360 360 1,800

舟形町 1-3-（1） 0 175 175 175 175 700

真室川町 1-3-（1） 272 272 272 272 272 1,360

大蔵村 1-3-（1） 60 60 60 60 240

戸沢村 1-3-（1） 60 60 60 60 60 300

981 1,219 1,219 1,219 1,219 5,857

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 45,603 20,536 20,233 20,404 20,270 127,046

金山町 1-3-（1） 6,951 3,554 3,501 3,531 3,508 21,044

最上町 1-3-（1） 9,743 5,148 5,072 5,115 5,082 30,160

舟形町 1-3-（1） 5,835 3,140 3,094 3,120 3,100 18,290

真室川町 1-3-（1） 8,245 4,428 4,363 4,399 4,371 25,805

大蔵村 1-3-（1） 3,689 2,064 2,034 2,051 2,037 11,875

鮭川村 1-3-（1） 4,453 2,267 2,233 2,252 2,237 13,442

戸沢村 1-3-（1） 4,585 2,444 2,408 2,429 2,413 14,279

89,104 43,581 42,938 43,301 43,017 261,941

　イ　図書の相互貸出

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 0

真室川町 1-3-（2）
0

0 0 0 0 0 0

　ウ　文化・芸術鑑賞等の機会の提供

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 0

金山町 1-3-（2） 0

舟形町 1-3-（2） 375 410 410 410 410 2,015

大蔵村 1-3-（2） 500 500 500 500 2,000

鮭川村 1-3-（2） 285 270 270 270 270 1,365

戸沢村 1-3-（2） 154 145 145 145 145 734

814 1,325 1,325 1,325 1,325 6,114

　エ　各種講座、企画展等の連携開催

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 0

金山町 1-3-（3） 0

最上町 1-3-（2） 0

舟形町 1-3-（3） 0

大蔵村 1-3-（3） 0

0 0 0 0 0 0

市町村
協定項目
（第３条）

事業名 事業概要
事業費見込み（単位：千円）

教育研究センター
運営事業

社会環境の変化に応じたより適切
な教育の実践に向け、圏域内の教
育関係職員への指導及び研修体制
の充実、教育に関する専門的・技術
的事項の調査研究を推進するた
め、最上広域市町村圏事務組合に
教育研究センターを設置する。

計

事業費見込み（単位：千円）

市町村

協定項目
（第３条）

事業名 事業概要

市町村
事業費見込み（単位：千円）

市町村
事業費見込み（単位：千円）

協定項目
（第３条）

事業名 事業概要

計

計

計

事業費見込み（単位：千円）

計

協定項目
（第３条）

事業名 事業概要

協定項目
（第３条）

事業名

市町村

特別支援教育に係
る指導者育成のた
めの合同研修事業

特別な教育的支援を必要とする児
童生徒に対応するため、知識習得
段階に応じた研修会を実施し、教職
員等のスキルアップを図る。各市町
村の小中学校の状況に応じて特別
支援教育指導者を配置する。

児童・生徒に対す
る演劇・音楽等合
同鑑賞事業

児童・生徒に対する優良な文化・芸
術鑑賞の機会を提供するため、市
町村合同での鑑賞会を開催する。
合同で開催することにより、優良な
出演者、鑑賞数を確保し、学年別に
応じた鑑賞内容を設定して実施す
る。

事業概要

図書の貸出が困難な圏域住民に対
し、図書に触れる機会を増やすた
め、図書の相互貸出に向けた検討
を行う。

図書の相互貸出検
討事業

各種講座、企画展
等の周知

各市町村で独自の各種講座、企画
展等を開催し、圏域住民が参加で
きるようにするとともに、その情報を
共有化し、互いの住民に周知するこ
とにより、各種講座、企画展等への
参加を促進する。
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　④　産業振興 H28 H29 H30 H31 H32 計

14,566 14,099 14,099 14,099 14,099 70,962

　ア　企業誘致

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 585 585 586 586 586 2,928

金山町 1-4-（1） 79 80 80 80 80 399

最上町 1-4-（1） 121 121 121 121 121 605

舟形町 1-4-（1） 78 78 78 78 78 390

真室川町 1-4-（1） 116 116 116 116 116 580

大蔵村 1-4-（1） 55 55 55 55 55 275

鮭川村 1-4-（1） 66 65 64 64 64 323

戸沢村 1-4-（1） 71 71 71 71 71 355

1,171 1,171 1,171 1,171 1,171 5,855

　イ　広域観光

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 2,314 2,310 2,310 2,310 2,310 11,554

金山町 1-4-（2） 660 661 661 661 661 3,304

最上町 1-4-（2） 1,224 1,213 1,213 1,213 1,213 6,076

舟形町 1-4-（2） 698 727 727 727 727 3,606

真室川町 1-4-（2） 754 755 755 755 755 3,774

大蔵村 1-4-（2） 519 520 520 520 520 2,599

鮭川村 1-4-（2） 546 538 538 538 538 2,698

戸沢村 1-4-（2） 890 881 881 881 881 4,414

7,605 7,605 7,605 7,605 7,605 38,025

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 28 38 38 38 38 180

金山町 1-4-（2） 6 8 8 8 8 38

最上町 1-4-（2） 14 19 19 19 19 90

舟形町 1-4-（2） 12 17 17 17 17 80

真室川町 1-4-（2） 6 8 8 8 8 38

大蔵村 1-4-（2） 6 8 8 8 8 38

鮭川村 1-4-（2） 6 8 8 8 8 38

戸沢村 1-4-（2） 12 17 17 17 17 80

90 123 123 123 123 582

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 0

金山町 1-4-（2） 0

最上町 1-4-（2） 400 400 400 400 400 2,000

舟形町 1-4-（2） 2,800 2,800 2,800 2,800 2,800 14,000

真室川町 1-4-（2） 0

大蔵村 1-4-（2） 0

鮭川村 1-4-（2） 0

戸沢村 1-4-（2） 2,500 2,000 2,000 2,000 2,000 10,500

5,700 5,200 5,200 5,200 5,200 26,500

事業名 事業概要

計

協定項目
（第３条）

事業名 事業概要

計

最上広域観光事業 県や関係団体を交えた最上地域観
光協議会を組織し、圏域全体として
の広域観光会議を開催し、圏域の
観光施策の企画検討を行い、旅行
会社等への積極的な情報発信や旅
行商品づくりを促進するなど、効果
的な広域観光を推進する。

市町村

事業名 事業概要

計

市町村
事業費見込み（単位：千円）

事業費見込み（単位：千円）

市町村
事業費見込み（単位：千円）協定項目

（第３条）

市町村
事業費見込み（単位：千円）協定項目

（第３条）

新庄中核工業団地
企業誘致促進事業

圏域の中心的な就業場所となる
「新庄中核工業団地」への企業を誘
致するため、新庄中核工業団地企
業誘致促進協議会を組織し、圏域
内の行政、企業、各種団体が一体
となった企業誘致活動を展開する。

協定項目
（第３条）

事業名 事業概要

陸羽東西線利用促
進事業

ＪＲ陸羽東西線沿線の市町村にお
いて陸羽東西線利用推進協議会を
組織し、利活用の促進による庄内
地域、宮城県大崎地域との交流の
活発化を推進する。

教育旅行の受入事
業

仙台・関東圏の小・中学生を主な
ターゲットに、圏域内市町村で提供
できる農家民泊・宿泊施設、農業体
験・自然体験等の情報を共有化し、
最上地域全体での受入体制を整備
していく。

計
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　ウ　６次産業化の推進

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 0

金山町 1-4-（3） 0

最上町 1-4-（3） 0

舟形町 1-4-（3） 0

真室川町 1-4-（3） 0

大蔵村 1-4-（3） 0

鮭川村 1-4-（3） 0

戸沢村 1-4-（3） 0

0 0 0 0 0 0

　エ　特産品を活用した「食」による地域活性化

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 0

金山町 1-4-（4） 0

最上町 1-4-（4） 0

舟形町 1-4-（4） 0

真室川町 1-4-（4） 0

大蔵村 1-4-（4） 0

鮭川村 1-4-（4） 0

戸沢村 1-4-（4） 0

0 0 0 0 0 0

　⑤　生活・環境 H28 H29 H30 H31 H32 計

1,062,323 1,151,505 975,655 1,064,816 1,087,197 5,341,496

　ア　斎場施設の共同管理・相互利用

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 31,980 32,505 28,914 28,914 28,914 151,227

金山町 1-5-（1） 14,132 6,399 8,266 8,266 8,266 45,329

最上町 1-5-（1） 5,133 9,190 10,690 10,690 10,690 46,393

舟形町 1-5-（1） 3,300 3,035 4,194 4,194 4,194 18,917

真室川町 1-5-（1） 1,260 1,275 1,000 1,000 1,000 5,535

大蔵村 1-5-（1） 6,335 9,664 8,985 8,985 8,985 42,954

戸沢村 1-5-（1） 12,537 21,866 15,562 15,562 15,562 81,089

76,898 92,853 81,438 81,438 81,438 414,065

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 0

金山町 1-5-（1） 0

最上町 1-5-（1） 0

舟形町 1-5-（1） 0

真室川町 1-5-（1） 0

大蔵村 1-5-（1） 0

鮭川村 1-5-（1） 0

戸沢村 1-5-（1） 0

0 0 0 0 0 0

地域６次産業推進
事業

６次産業化については、市町村単
位で取り組みがなされ、独自のブラ
ンドを生み出している市町村もあ
る。市町村それぞれの取り組みを活
かしつつ、６次産業化のさらなる振
興に繋ぐため、検討会を設置して連
携を図ることで得られる付加価値と
効果を生み出していく。

市町村

火葬場の共同管理
検討事業

各市町村で設置している斎場施設
の管理運営を広域的に実施するた
め、更新時期等に合わせて、共同
管理の検討を進める。

火葬場の相互利用

市町村
事業費見込み（単位：千円）協定項目

（第３条）
事業名 事業概要

計

圏域内の斎場施設において、故障
時や災害時等の際には、各施設の
設置市町村の住民と圏域内市町村
の住民が同一の条件で利用可能と
する。また、火葬場の相互利用を促
進するため、圏域内火葬場の施設
や環境を整備する。

事業費見込み（単位：千円）

事業費見込み（単位：千円）

市町村
事業費見込み（単位：千円）協定項目

（第３条）
事業概要

地域農産物販売促
進事業

地場産品の販売について生産者と
の連携強化や情報発信を行うととも
に、地産地消のネットワークを構築
し、地場産品の普及啓発、消費拡
大、販売促進等を図る。

協定項目
（第３条）

事業名 事業概要

計

協定項目
（第３条）

事業名 事業概要

事業名

計

計

市町村
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　イ　ごみ減量化・再資源化の推進

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 4,292 5,471 5,471 5,471 5,471 26,176

金山町 1-5-（2） 500 382 382 382 382 2,028

最上町 1-5-（2） 751 508 508 508 508 2,783

舟形町 1-5-（2） 502 387 387 387 387 2,050

真室川町 1-5-（2） 1,038 850 850 850 850 4,438

大蔵村 1-5-（2） 363 242 242 242 242 1,331

鮭川村 1-5-（2） 416 307 307 307 307 1,644

戸沢村 1-5-（2） 480 373 373 373 373 1,972

8,342 8,520 8,520 8,520 8,520 42,422

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 338,497 421,772 321,661 360,815 375,538 1,479,785

金山町 1-5-（2） 66,784 66,496 58,416 65,029 65,833 255,775

最上町 1-5-（2） 110,468 111,648 96,695 108,294 110,157 426,794

舟形町 1-5-（2） 62,929 64,426 55,229 62,149 63,324 245,129

真室川町 1-5-（2） 110,259 100,109 86,730 97,123 98,766 382,727

大蔵村 1-5-（2） 38,596 39,253 33,749 37,927 38,617 149,546

鮭川村 1-5-（2） 51,445 45,800 39,569 44,381 45,088 174,838

戸沢村 1-5-（2） 51,809 53,288 46,307 51,799 52,576 203,969

830,787 902,791 738,356 827,517 849,898 4,149,349

　ウ　下水道施設の共同管理

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 73,230 76,038 76,038 76,038 76,038 377,382

金山町 1-5-（3） 12,598 12,318 12,318 12,318 12,318 61,870

最上町 1-5-（3） 13,157 12,900 12,900 12,900 12,900 64,757

舟形町 1-5-（3） 12,341 12,054 12,054 12,054 12,054 60,557

真室川町 1-5-（3） 12,245 11,952 11,952 11,952 11,952 60,053

大蔵村 1-5-（3） 11,087 10,753 10,753 10,753 10,753 54,099

戸沢村 1-5-（3） 11,638 11,326 11,326 11,326 11,326 56,942

146,296 147,341 147,341 147,341 147,341 735,660

　エ　水道事業の広域連携

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 0

金山町 1-5-（4） 0

最上町 1-5-（4） 0

真室川町 1-5-（4） 0

大蔵村 1-5-（4） 0

鮭川村 1-5-（3） 0

戸沢村 1-5-（4） 0

0 0 0 0 0 0

協定項目
（第３条）

事業名 事業概要

市町村

計

市町村

ごみ減量化・再資
源化検討事業

ごみ減量化や再資源化の推進に向
けた住民への周知を図るとともに、
圏域内での更なる減量化・再資源
化を進めるため、ごみの分別方法
の統一、収集運搬の連携に向けた
検討を行う。

事業費見込み（単位：千円）協定項目
（第３条）

事業名 事業概要

計

下水処理施設共同
管理事業

最上圏域下水道共同管理協議会を
組織し、下水道終末処理場の事務
（終末処理場の水質試験に関する
事務、終末処理場の運転監視及び
保守点検に関する事務）を共同で
管理、執行する。

事業費見込み（単位：千円）

ごみ処理施設の共
同運営事業

圏域におけるごみ処理業務を共同
で実施するため、最上広域市町村
圏事務組合にごみ処理施設を設置
し、管理運営を共同処理する。ま
た、ごみの減量化・再資源化を推進
しながら、施設の長寿命化に向けた
変更計画の策定と、計画に伴う基
幹的設備改良事業を実施し、施設
の延命化を図っていく。

計

市町村
協定項目
（第３条）

事業名 事業概要

水道事業共同管理
運営事業

新庄最上地区水道協議会の組織におい
て、水道事業の業務系（業務システム
（公会計・料金・財務））に関する事務、水
道事業の維持管理（メーター器購入・薬
品購入・施設や設備の保守点検・水道台
帳システム・包括的な業務委託）に関す
る事務など広域連携の検討を行い、実施
可能なものから共同で管理、運営を行う。

計

市町村
協定項目
（第３条）

事業名 事業概要
事業費見込み（単位：千円）

事業費見込み（単位：千円）
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（２）結びつきやネットワークの強化

　①　地域公共交通 H28 H29 H30 H31 H32 計

9,561 48,747 48,747 48,747 48,747 204,549

　ア　コミュニティバス等の運行

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 68 50 50 50 50 268

鮭川村 2-1-（1） 9,493 9,493 9,493 9,493 9,493 47,465

9,561 9,543 9,543 9,543 9,543 47,733

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 2,000 2,000 2,000 2,000 8,000

大蔵村 2-1-（1） 37,204 37,204 37,204 37,204
148,816

0 39,204 39,204 39,204 39,204 156,816

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 0

舟形町 2-1-（1）
0

0 0 0 0 0 0

　②　道路等の交通インフラの整備 H28 H29 H30 H31 H32 計

2,700 2,700 2,700 2,700 2,700 13,500

　ア　道路の除排雪

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 350 350 350 350 350 1,750

舟形町 2-2-（1） 350 350 350 350 350 1,750

700 700 700 700 700 3,500

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 0

大蔵村 2-2-（1） 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 10,000

2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 10,000

コミュニティバス運
行事業（大蔵村営
バス）

通勤や通学の利便性を高めるた
め、近隣町村と中心市を結ぶコミュ
ニティバスの運行を行う。

事業費見込み（単位：千円）

計

事業名 事業概要
事業費見込み（単位：千円）

デマンドタクシー運
行事業

通勤や通学の利便性を高めるた
め、近隣町村と中心市を結ぶデマン
ドタクシーの運行を行う。

計

市町村
協定項目
（第３条）

事業名 事業概要

市町村
協定項目
（第３条）

事業概要

計

市町村

道路除雪の路線交
換

市町村間を結ぶ道路の一部につい
て、中心市が近隣町村が隣接する
道路に関し、路線を交換して道路の
除雪を行う。

道路除雪の代行除
雪

市町村間を結ぶ道路の一部につい
て、中心市が隣接する近隣町村の
道路の除雪を代行して行う。

協定項目
（第３条）

協定項目
（第３条）

事業名 事業概要

計

市町村
事業費見込み（単位：千円）

コミュニティバス運
行事業（鮭川村営
バス）

通勤や通学の利便性を高めるた
め、近隣町村と中心市を結ぶコミュ
ニティバスの運行を行う。

事業費見込み（単位：千円）

市町村
事業費見込み（単位：千円）協定項目

（第３条）
事業名 事業概要

計

事業名
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　③　地域内外の住民との交流・移住促進 H28 H29 H30 H31 H32 計

1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 5,000

　ア　結婚活動支援

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 346 351 351 351 351 1,750

金山町 2-1-(1) 91 90 90 90 90 451

最上町 2-1-(1) 123 122 122 122 122 611

舟形町 2-3-(1) 88 88 88 88 88 440

真室川町 2-1-(1) 120 119 119 119 119 596

大蔵村 2-3-(1) 70 70 70 70 70 350

鮭川村 2-2-(1) 78 77 77 77 77 386

戸沢村 2-1-(1) 84 83 83 83 83 416

1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 5,000

　イ　空き家等の利活用

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 0

金山町 2-1-(2) 0

最上町 2-1-(2) 0

舟形町 2-3-(2) 0

真室川町 2-1-(2) 0

大蔵村 2-3-(2) 0

鮭川村 2-2-(2) 0

戸沢村 2-1-(2) 0

0 0 0 0 0 0

　ウ　交流の促進

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 0

金山町 2-1-(3) 0

最上町 2-1-(3) 0

舟形町 2-3-(3) 0

真室川町 2-1-(3) 0

大蔵村 2-3-(3) 0

鮭川村 2-2-(3) 0

戸沢村 2-1-(3) 0

0 0 0 0 0 0

市町村

市町村

協定項目
（第３条）

結婚活動支援事業 民間人を含めた最上広域婚活実行
委員会を組織し、結婚を希望する未
婚男女の出会いの場を創出するた
め、各種イベント、講座等を開催す
る。

事業費見込み（単位：千円）協定項目
（第３条）

事業名 事業概要

事業費見込み（単位：千円）

事業費見込み（単位：千円）

計

「空き地・空き家情
報バンク」の構築
事業

転居等により生じた空き家等の情
報を収集し、利活用を希望する所有
者の物件をデータベース化した空き
家バンクを創設し、ホームページ等
を活用してＵＪＩターン希望者等に情
報提供する。

計

地域おこし協力隊
交流事業

地域おこし協力隊に採用された者
の経験や都会からの目線での、新
たな地域資源の発見や観光資源等
の素材の活用が一層充実されるよ
う、圏域に在住する地域おこし協力
隊による情報交換会を開催する。

協定項目
（第３条）

事業名 事業概要

事業名 事業概要

市町村

計
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（３）圏域マネジメント能力の強化

　①　圏域内市町村職員の交流等 H28 H29 H30 H31 H32 計

500 549 549 549 549 2,696

　ア　職員合同研修

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 87 101 101 101 101 491

金山町 3-1-（1） 59 59 59 59 59 295

最上町 3-1-（1） 59 68 68 68 68 331

舟形町 3-1-（1） 59 59 59 59 59 295

真室川町 3-1-（1） 59 67 67 67 67 327

大蔵村 3-1-（1） 59 59 59 59 59 295

鮭川村 3-1-（1） 59 68 68 68 68 331

戸沢村 3-1-（1） 59 68 68 68 68 331

500 549 549 549 549 2,696

　②　情報の共有・発信 H28 H29 H30 H31 H32 計

0 0 0 0 0 0

　ア　圏域住民への情報の提供

H28 H29 H30 H31 H32 ５年計

新庄市 - 0

金山町 3-2-（1） 0

最上町 3-2-（1） 0

舟形町 3-2-（1） 0

真室川町 3-2-（1） 0

大蔵村 3-2-（1） 0

鮭川村 3-2-（1） 0

戸沢村 3-2-（1） 0

0 0 0 0 0 0

市町村
事業費見込み（単位：千円）

事業費見込み（単位：千円）

協定項目
（第３条）

事業名 事業概要

計

職員合同研修事業 圏域内市町村が共通する課題に対
応できる職員を育成するため、専門
家等を講師として招へいした、職員
合同研修を行う。

統一テーマによる
広報事業

圏域内イベントの情報、共通課題な
どに関し、内容や時期を合わせて広
報活動を行う。

協定項目
（第３条）

事業名 事業概要

計

市町村


